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連続学習会「消費税って、どんな税金？」（第６回、7/22） 事務局参考資料 

 

【不公平な税制をただす会 財源試算の方法 （「福祉と税金」 第３７号２０２５年より）】  

 

 
 

 

1．申告所得税 

 2023 年(令和 5 年)分申告所得税の課税所得〔200 万円以下〕から上の階級について、おおむね

1976 年当時適用の税率を適用すると、14 兆 5,129 億円の税収が確保できる。 

(18 兆 5,895 億円－2023 年度税収 4 兆 0,766 億円＝14 兆 5,129 億円) 
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２．源泉所得課税 

源泉分離課税は、利子が 78 年から 87 年の間、配当が 78 年から 02 年の長期にわたり 35%の税率

が採用されていた。23 年度の利子·配当·株式所得に 35%より低い 30%の税率を適用しても 13 兆

6,848 億円の増収となる。 

(20 兆 5,424 億円－2023 年度税収 6 兆 8,576 億円＝13 兆 6,848 億円)。 

 

 
 

 

3.相続税   

相続税は所得税の補完税的役割(所得の累積)がある。2002 年の相続税の税率を適用すると 2 兆

9,253 億円の増収となる。 

（5 兆 9303 億円－2023 年度税収 3 兆 50 億円＝2 兆 9253 億円） 
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４.法人税 

 申告所得金額に受取配当益金不意産乳金額などを加算した真の所得金額を算出し、法人税率を

5%(所得 800 万円以下)、15%(所得 2,000 万円以下)、25%(所得 5 億円以下)、35%(所得 10 億円以

下)、45% (所得 10 億円超)の 5 段階とし、超過累進税率を適用すると 29 兆 4385 億円の増収とな

る。 

（45 兆 8361 億円－2023 年度税収 16 兆 3976 億円＝29 兆 4385 億円） 

これに地方法人税の増収金額（法人税増収額 29 兆 4385 億円×10.3％＝3 兆 3231 億円）を加えた

32 兆 4706 億円が合計の増収金額。 
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5.住民税 

 2023 年分申告所得税額の実際所得に 1976 年当時に適用されていた住民税の累進税率を適用し概

算計算すると、2 兆 0,644 億円の税収が確保できる。 

（7 兆 484 億円－2023 年度税収 4 兆 9840 億円＝2 兆 644 億円） 

 

 
 


